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（評価書の要旨） 
テーマ名 台風・豪雨等に関する気象情報の充実 

－災害による被害軽減に向けて－ 
担当課 
（担当課長名）

気象庁予報部業務課 
（課長 瀬上 哲秀） 

評価の目的、

必要性 
近年の防災施設の整備、災害時の防災対応の改善により、風水害による死者数は、こ

こ数十年の間に、長期的には大きく減少しているが、平成 16 年に多発した豪雨や台
風による被害でも明らかなように、豪雨・台風等に関する防災対策は、依然として重

要な課題である。こうした災害をできる限り軽減するため、台風・豪雨等に関する気

象情報を充実する必要があることから、評価を実施する。 
対象政策 気象庁が発表する台風・豪雨等に関する防災気象情報。 

政策の目的 台風・豪雨等に伴う災害の防止・軽減を目的とする。 

評価の視点 防災機関、一般国民等、利用者の観点から、台風・豪雨に関する気象情報が防災対策
に有効に活用されているか。 

評価手法 アンケート、聞き取り調査による結果を過去の調査結果と併せて分析し、有識者から

の意見をふまえて評価。 

評価結果  台風・豪雨に関する防災気象情報については、概ね高い満足度が得られていた。全

国自治体を含めた防災関係機関へのアンケート調査（平成 16 年度防災気象情報に関
する満足度調査）によると、大雨情報、台風情報に対する満足度について、「満足」

または「まあ満足」と回答した合計はそれぞれ 87％、92％であった。 
平成 16 年度の「防災気象情報の活用に関する調査」では、平成 16 年の風水害で被

害のあったいくつかの市町村や住民を対象にアンケートと聞き取りによる調査を行

い、平成 16 年の風水害の経験も踏まえた課題の抽出を行った。この他、平成 14 年度

に「土砂災害に関する雨量情報の特性調査」、平成 15 年度に「防災気象情報の高度化

に関わる勉強会」を実施し、気象庁からの情報の受け手となる、自治体や住民からの

要望や課題を把握した。 
 これまでも、改善の要望について様々な対策を講じることにより、これに応えてい

るが、これらの調査により、次の事項について更に改善すべき課題が明らかとなった。
 
（台風に関する気象情報） 
○数時間先の台風予報 

12,24時間予報より短い間隔の予報への要望 
○3日より先の台風予報 

3日より先の予報の要望 
○進路予報の表示方法 
わかりやすい表示方法への改善要望 
予報誤差が十分表現できていない 
○風・雨情報 
災害との対応の観点から最大瞬間風速による台風情報への要望 
○台風予報の図情報 
地域毎・台風毎の暴風の状況についての情報提供への要望 
○熱帯低気圧に関する情報 
事前の準備のため、台風になる前の熱帯低気圧の情報への要望 
○台風から変わった温帯低気圧に関する情報 
温帯低気圧化した台風について警戒を継続するため、報道機関等からのわかりや

すい情報提供への要望 
○高潮についてのきめ細かい予測情報 
地域特性を踏まえた、きめ細かい高潮予測情報等の提供への要望 
○高潮に関する情報の高度化 
警報等と防災対応の関係が不明確 
○高潮に関する認識の共有化 
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住民等が高潮の現象を必ずしも正しく認識していない 
 
（豪雨等に関する気象情報） 
○防災気象情報の役割の明確化 
警報等と防災対応の関係が不明確。このため、避難勧告等の発令等に有効に利用

されていない 
○土砂災害に関する警報 
想定される災害の種類を明示した情報への要望 
降水終了後、土砂災害への警戒のために大雨警報を継続していることがわかりに

くい 
○中小河川の洪水警報の高度化 
想定される災害の地域（河川）や時間を絞り込んだ情報への要望 
○市町村を対象とした警報等の発表 
災害をもたらす現象は、地域的、時間的に限定されて集中的に発生することが多

い 
市町村名が明示されず緊迫感が薄い 
 

政策への反映

の方向 
更に防災活動に有効な防災気象情報とするため、各課題について改善に努める。【短

期】は２年程度の実施を、【中期】は５年程度での実施をめざすことを示す。 
 
（台風に関する気象情報） 
○数時間先の台風予報 
日本付近では 24時間までは３時間刻みの時間帯を対象とした予報を実施【短期】

○3日より先の台風予報 
精度と情報提供のあり方に留意しつつ、新たな技術を取り入れ 3日以上先の予報
を目指す【中期】 
○進路予報の表示方法 
視覚的に分かりやすい表現方法を報道機関等で可能となるよう検討。報道機関と

も協議の上、一定の考え方を整理。【短期】 
○風・雨情報 
台風の強さの指標として最大瞬間風速による情報を提供【短期】 

○台風予報の図情報 
風・雨の分布状態を分かりやすく示す新たな情報提供の検討【中期】 
○熱帯低気圧に関する情報 
日本に大きく影響する熱帯低気圧について、台風に準じた情報提供を検討【短期】

○台風から変わった温帯低気圧に関する情報 
台風から変わった後も、台風情報に準じた情報提供を検討【短期】 
○高潮についてのきめ細かい予測情報 
部外機関の潮位観測データの一層の共有化【短期～中期】 
高潮モデルの技術開発を推進【中期】 
○高潮に関する情報の高度化 
警報等のリードタイム、発表基準等を避難勧告等の基準に適合させ、防災対応の

各段階に適合した情報を発表。【短期～中期】 
○高潮に関する認識の共有化 
平常時から高潮に関する知識等の普及・啓発に努める。【短期】 

 
（豪雨等に関する気象情報） 
○防災気象情報の役割の明確化 
警報等のリードタイム、発表基準等を避難勧告等の基準に適合させ、防災対応の

各段階に適合した情報を発表【短期～中期】 
○土砂災害に関する警報 
Ｈ17年度以降準備の出来たところから土砂災害警戒情報を運用【短期】 
土砂災害に関する警報等を発表（大雨警報等から独立）【中期】 
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○中小河川の洪水警報の高度化 
技術開発を進め、可能な限り地域を絞り込んだ洪水警報等を目指す【短期～中期】

○市町村を対象とした警報等の発表 
市町村を対象とした警報を目指す【中期】 

 
第三者の知見

活用 
○第５回、第６回交通政策審議会気象分科会において意見を聴取（議事概要について

はホームページに掲載）。 
http://www.mlit.go.jp/singikai/koutusin/koutusin.html 

(委員) 
井口雅一 （東京大学名誉教授）（分科会長） 
佐和隆光 （京都大学経済研究所所長） 
島崎邦彦 （東京大学地震研究所教授） 
宮本一子 （（社）日本消費生活アドバイザー・コンサルタント協会消費生活研究所長）
廻洋子 （淑徳大学講師） 
森地茂 （政策研究大学院大学教授） 
石井和子 （気象予報士会会長） 
小櫃眞佐己 （（社）日本民間放送連盟報道委員会委員） 
木本昌秀 （東京大学気候システム研究センター教授） 
重川希志依 （富士常葉大学環境防災学部教授） 
新野宏 （東京大学海洋研究所教授） 
山﨑登 （日本放送協会解説委員） 

 
○ 評価にあたり、国土交通省政策評価会から意見を聴取（議事概要についてはホー
ムページに掲載） 
 

実施時期 平成１５年度～平成１６年度 
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第 1 章 政策レビューの対象と枠組み 

1.1 政策評価のテーマ  

1.1.1 国土交通省の政策評価の体系 

政府における政策評価制度は、説明責任（アカウンタビリティ）の

徹底、国民本位の行政の実現、成果重視の行政への転換を目的として、

平成 13 年 6 月に制定された「行政機関が行う政策の評価に関する法

律」（行政評価法）に基づき、平成 14 年度から導入された。  

この中で各政策の評価については、企画立案を遂行する立場から当

該政策を所管する府省が自ら実施することとされており、国土交通省

では、平成 13 年 12 月に閣議決定された「政策評価に関する基本方

針」を受けて、政策評価に関する体系的な取り組みについて「国土交

通省政策評価基本計画」を平成 14 年 3 月にとりまとめた（平成 16

年 7 月最終改定）。 

これらに基づき、「政策アセスメント」、「政策チェックアップ」

及び「政策レビュー（プログラム評価）」の 3 つの方式を基本とす

る新しい政策評価体系を全省的に導入し、政策のマネジメント改革を

強力に進めてきている。 

 

1.1.2 政策レビュー（プログラム評価）の目的と対象 

政策レビュー（プログラム評価）は、特定の政策テーマに関連する

施策群（プログラム）を対象として、プログラムの実施と結果の因果

関係を詳しく分析し、所期の効果をあげているかについて検証し、改

善方法や課題を整理して、評価結果としてレポートにまとめるもので

ある。 

政策レビューは、①省の政策課題として重要なもの、②国民からの

評価に対するニーズが特に高いもの、③他の政策評価の実施結果等を

踏まえ、より総合的な評価を実施する必要があると考えられるもの、

④社会経済情勢の変化等に対応して、政策の見直しが必要と考えられ

るもの等について評価対象テーマを選定し、計画的に実施するもので

ある。 

国土交通省においては、この政策レビューの実施を通じて、自らが

責任をもって評価することにより、プログラムについて国民への説明

責任（アカウンタビリティ）を果たすとともに、評価結果を今後の政

策に適切に反映させていくこととしている。 
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  国土交通省では、平成 13 から 15 年度までに 19 のテーマについて

の政策レビューがとりまとめられている。本評価書の「台風・豪雨等

に関する気象情報の充実」は、同省が平成 15 及び 16 年度で評価を

実施する５つのテーマの一つとされている。 
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1.2 政策評価の対象施策と評価の観点  

わが国は、昔から豪雨、台風などの自然災害により大きな被害を受

けてきた。近年、施設の整備、災害時の防災対応の改善により、風水

害による死者数は、ここ数十年の間に、長期的には大きく減少してい

るが、平成 16 年に多発した豪雨や台風による被害でも明らかなよう

に、豪雨・台風等に関する防災対策の充実は、依然として重要な課題

である。 

風水害に対する対策は、平常時からの河川や海岸の整備等のハード

面の施設整備や教育・訓練から、災害発生時のダムや水門の操作等の

水防活動、地方自治体が行う避難勧告の発令、住民の自主避難等のソ

フト対策等、多岐にわたっている。 

気象庁は、災害のおそれがある場合に、気象状態の変化に応じて、

的確な警戒を呼びかけるため、防災気象情報を発表しており、これら

の情報は、地方自治体による警戒体制の立ち上げや避難勧告等の発令

のほか、住民による自主避難等の判断材料として利用されている（図

1-2-1）。 

今回の政策レビュー（プログラム評価）の対象施策としては、台

風・豪雨等に関する気象情報をとりあげることとし、評価にあたって

は上記を踏まえ、アンケート調査、聞き取り調査等により、地方自治

体等の防災機関、一般国民等、利用者の観点から、現在の台風・豪雨

に関する気象情報の評価を行った。 

また、平成 16 年の風水害の経験・反省を踏まえ、現在、関係省庁

が協力して避難勧告、避難指示等の基準、高齢者等災害時要援護者へ

の支援のあり方等について検討を行っていることから、今後の対応策

については、これらの動向も念頭に検討を行った。 

評価にあたっては、交通政策審議会気象分科会を開催し、意見・助

言をいただいた。同分科会の議事については、別添資料にまとめた。 
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旧
・復
興自主避難等の

ための防災気
象情報提供

•

ハ
ー
ド
対
策

•

体
制
の
整
備

•

訓
練　

等

観
測
・予
測
体
制

の
整
備
等

気象庁 ※その他、被害情報の収集、交通の確保等の応急対応

河川管理者

災害応急対応

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-2-1 国の風水害対策と気象庁の役割 
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第 2 章 現在の防災気象情報 

 

気象庁は、台風や豪雨等による被害を防止・軽減するための防災気

象情報として、我が国に影響を及ぼすおそれのある台風については、

現在の状況や進路予報等を台風情報として発表し、また、豪雨等によ

り災害の起こるおそれがある場合には、表 2-1 に示す「警報」、

「注意報」を発表している。このうち、台風情報については、広範囲

に影響を及ぼす気象現象として、気象庁本庁で発表している。また、

警報等については、地方気象台等が、それぞれの都道府県等における

地域特性を踏まえ、各二次細分区域1に対して、災害の起こるおそれ

がある場合には「注意報」を、重大な災害の起こるおそれがある場合

には「警報」を発表し、さらにこれらを補完する情報として府県気象

情報を発表している。 

 

表 2-1 警報・注意報の種類 

警報の種類 
大雨(地面現象、浸水)、洪水、暴風、高潮、波浪、大

雪、暴風雪 

注意報の種類 

大雨(地面現象、浸水)、洪水、強風、高潮、波浪、雷、

大雪、風雪、着氷、着雪、融雪、なだれ、濃霧、霜、低

温、乾燥、 

 

  

これに加えて、気象災害が広い範囲で予測される場合、日本全域に

関する防災気象情報については気象庁本庁が「全般気象情報」を、ま

た、各地方に関しては管区気象台等が「地方気象情報」を発表してい

る（図 2-1）。 

 

 

  

 

 

 

                                       
1二次細分区域：天気予報は、通常、都道府県をいくつかの区域に分けた一次細

分区域を対象として発表している。二次細分区域は一次細分区域をさらに気象
特性や防災機関の所管等を考慮しいくつかに分割した区域であり、注意報・警
報の発表対象区域である。   
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管区気象台等（地方予報中枢）

気象庁本庁（全国予報中枢）
・数値予報資料の作成
・地球規模の大気実況監視・予測
・日本全域に関する防災気象情報発表
・台風、海上警報等の国際センター

地方気象台等

支援資料
成田

・ 各地方の気象特性等を踏まえ

た監視・予測
・ 担当域の地域防災気象情報、

分布予報等発表

・ 各都道府県の気象特性、災害特性

等を踏まえた監視・予測
・ 府県毎の注意報・警報、天気予報

・時系列予報等発表

支援資料

管区気象台等（地方予報中枢）

気象庁本庁（全国予報中枢）
・数値予報資料の作成
・地球規模の大気実況監視・予測
・日本全域に関する防災気象情報発表
・台風、海上警報等の国際センター

地方気象台等

支援資料
成田

・ 各地方の気象特性等を踏まえ

た監視・予測
・ 担当域の地域防災気象情報、

分布予報等発表

・ 各都道府県の気象特性、災害特性

等を踏まえた監視・予測
・ 府県毎の注意報・警報、天気予報

・時系列予報等発表

支援資料

図 2-1 地方気象台等における情報の作成・発表 
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2.1 台風に関する気象情報 

台風は、大雨や暴風、高波、高潮などにより大きな災害をもたらす

非常に激しい自然現象である。このため気象庁では、気象衛星、気象

レーダー、船舶、アメダスなどから構成される観測網によって台風の

発生から消滅までを常時監視するとともに、数値予報システムを基盤

とした予報技術により、状況に応じた情報を発表している。 

 

2.1.1 台風の実況に関する情報 

気象庁は、北西太平洋域（赤道以北、北緯 60 度以南、東経 180 度

以西、東経 100 度以東の太平洋域）に台風がある時には、観測デー

タの解析に基づき、中心位置（緯度、経度）、強度（中心気圧、最大

風速）、進行方向、大きさ（強風域と暴風域）等の情報を、日本付近

では 1 時間ごと、それ以外の領域では 3 時間ごとに発表している。

最大風速は 10 分間平均の風速で表現しており、強風域、暴風域はそ

れぞれ 10 分間平均風速が 15m/s、25m/s 以上の風が吹いていると考

えられる範囲を円で示したものである。 

 

2.1.2 台風の中心位置、強度、大きさの予報 

気象庁は 12 時間・24 時間先の中心位置や強度などの予報を 3 時間

ごとに 1 日 8 回、48 時間・72 時間先の予報を 6 時間ごとに 1 日 4 回

発表している。中心位置に関する予報（進路予報）では、過去の台風

進路予報の誤差に基づく統計値を用いて、70%の確率で台風の中心が

入る領域を「予報円」として図示している（図 2-1-1）。 

強度に関する予報については、実況に関する情報と同様に中心気圧

と最大風速で示している。 

大きさに関する予報としては、暴風域の半径を予報している。これ

を用いて、台風の中心が予報円内に進んだ場合に暴風域に入り得る領

域を、図 2-1-1 で示すような「暴風警戒域」として図示している。 
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06日03時

06日15時

07日03時

08日03時

09日03時

予報円：予想時刻に台
風の中心が到達する可

能性が大きい範囲を円
で示す。この円の中に
台風の中心が入る確率
は70%。

暴風警戒域：予想時刻
に台風の中心が予報円
の中に進んだ場合に暴

風域に入る可能性があ
る範囲を円で示す。

強風域：平均風速
で15m/s以上の風が

吹いていると考え

られる範囲。

暴風域：平均風速
で25m/s以上の風が

吹いていると考え

られる範囲。

図 2-1-1 台風情報の例 

 

2.1.3 台風の暴風域に入る確率 

48 時間以内に日本国内の一部が暴風域に入る可能性がある場合に

は、各地域で、台風の影響の大きい時間帯を表現するため、各二次細

分区域を対象に、48 時間先までの 3 時間刻みの各時間帯における暴

風域に入る確率を、6 時間おきに発表している（図 2-1-2）。 

0

20

40

60

80

100

1日後 2日後

この頃、
暴風域から
抜ける見込み

この頃、
暴風域に
入る見込み

確率（％）

 

図 2-1-2 暴風域に入る確率の時系列の例 
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2.1.4 高潮に関する情報 

気象庁は全国 84 箇所の潮位観測や高潮予報モデルによる予測結果

を基に、高潮による災害のおそれが予測された場合には、表 2-1-1

に示す情報を発表している。これらの情報では、代表的な港湾名を示

し、そこでの最大潮位や警戒の必要な時間帯などを示して、関係機関

及び住民に注意・警戒を呼びかけている。 

 

表 2-1-1 気象庁の発表している高潮に関する情報 

発表情報 内容 

高潮警報 
台風等による海面の異常上昇により重大な災害のおそれが

ある旨を警告する 

高潮注意報 
台風等による海面の異常上昇により災害のおそれがある旨

を注意喚起する 

全般気象情報 

地方気象情報 

府県気象情報 

等 

台風に関する気象情報の中で高潮についての項目において

警戒を呼びかけている 
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2.2 豪雨に関する気象情報 
 

2.2.1 豪雨に関する防災気象情報 

豪雨に関する警報・注意報として、各地方気象台等では土砂災害、

浸水等大雨による災害のおそれがある場合には大雨警報・注意報を、

また、洪水のおそれがある場合には、洪水警報・注意報を発表してい

る。これらの警報や注意報は、地方自治体等における防災体制の立ち

上げ、防災活動の実施等を支援する情報として活用されるとともに、

報道機関を通じて住民に伝えられ、災害対応等に利用されている。平

成 15 年には、各二次細分区に平均約３回（地域によって差があり、

０回～18 回）大雨警報が発表されている。また、平成 16 年度「防災

気象情報の満足度に関する調査」によれば、市町村の約 95%が防災体

制を立ち上げる基準として、約 25%が避難の判断に大雨警報を利用し

ている。 

また、防災機関が円滑に防災体制をとることができるよう、気象庁

は、１日～２日後に大雨の可能性がある場合や半日程度先までに警報

発表の可能性がある場合にはその旨を気象情報として伝えている。さ

らに、大雨警報が発表されているような状況で、最新の降雨の実況や

見通しを伝え、防災効果を高める情報としても気象情報を発表してい

る。特に、数年に一度程度しか起こらないような雨が観測された場合

には、記録的短時間大雨情報を発表して、一層の警戒を呼びかけてい

る。 

 

2.2.2 洪水予報 

気象庁は、洪水のおそれがある場合に二次細分区域を対象とした洪

水警報・注意報を発表している。これに加え、防災上特に重要な河川

を対象として、国土交通省や都道府県と共同で、区間を指定して、河

川の水位・流量を示した洪水予報・警報を水防活動の利用のために発

表している（図 2-2-1）。この施策は、河川管理のエキスパートであ

る河川部局と気象予測のエキスパートである気象庁とが連携して、洪

水に対する水防団・地域住民等の防災活動を支援するものであり、気

象庁は気象要因の予測を、河川部局は水位等の予測を担当し、両者が

綿密な連携のもとに洪水予報を行っている。国土交通省と共同して行

う洪水予報は、昭和 30 年から始まり(昭和 30～平成 12 年は建設省)、

平成 17 年 2 月現在 109 水系 193 河川について実施している。また、
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都道府県と共同して行う洪水予報は、平成 14 年度から開始しており、

都道府県との協議が整った河川から順次拡大をすすめている（平成

17 年 2 月現在 19 水系 29 河川）。 

洪水予報の実施河川

天
神
川

釧
路
川

留萌川

大
和
川

緑川

松浦川

山
国
川

小
矢
部
川

荒
川

相模川

久慈川

庄
川

梯
川

九
頭
竜
川

天塩川

石狩川

常呂川

十
勝
川

馬淵川

鵡
川

北上川

鳴瀬川

名取川

米
代
川

岩
木
川

雄
物
川

子
吉
川

最
上
川

赤
川

阿
賀
野
川

関
川

神
通
川

由
良
川

太田川
斐
伊
川

江
の
川

芦
田
川佐

波
川

遠
賀
川

筑
後
川

嘉
瀬
川

白川

球
磨
川

川
内
川

大
淀
川

大
野
川

渡
川

肱
川仁

淀
川

紀
の
川

阿武隈川

那珂川

荒川

利根川

多摩川

鈴
鹿
川

尻別川

後志利別川

姫
川

北
川

高津川

小瀬川

六角川

矢部川

本明川
菊池川

肝属川

新
宮
川

高瀬川

沙
流
川

小
丸
川

五
ヶ
瀬
川

宮
川

櫛
田
川

常
願
寺
川

黒
部
川

網走川

番
匠
川

鶴見川

湧別川

渚滑川

雲
出
川

物
部
川

高梁川

木
曽
川

大
分
川

宮
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岐
阜
県)

新
川(

愛
知
県)

長
良
川
上
流

（
岐
阜
県
）

天
竜
川

矢
作
川

庄
内
川

豊
川

菊
川

手
取
川

水系名 は国土交通省と共同で洪水予報を行っている水系

（平成16年3月現在：１０９水系１９３河川）

河川名 は都道府県と共同で洪水予報を行っている河川

（平成16年7月2日現在：１９水系２９河川）

堤
川
・
駒
込
川

(

青
森
県
）

太
田
川
・
原
野
谷
川

（
静
岡
県
）飛

騨
川

（
岐
阜
県
）

錦
川
・
門
前
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山
口
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石
川

(

大
阪
府)

有
田
川(

和

歌
山
県)

那
賀
川

淀
川

大
井
川

安
倍
川

狩
野
川

富士川

重
信
川

中
ノ
口
川

(

新
潟
県)

信
濃
川

日
高
川(

和

歌
山
県)

土
器
川

加
古
川

吉
野
川

揖
保
川

吉
井
川

円
山
川

寝
屋
川
・

第
二
寝
屋
川
・

恩
地
川(

大
阪
府)

日
野
川

旭
川

千
代
川

日
野
川
（
滋
賀
県
）

椹
野
川
・
仁
保
川

(

山
口
県)

夏
井
川

(

福
島
県)

平
川

(

青
森
県)

鴨
川
・
高
野
川

(

京
都
府)

須
川

(

山
形
県)

駅
館
川

(

大
分
県)

黒
瀬
川(

広
島
県)

沼
田
川(

広
島
県)

新
川

(

北
海
道)

 

図 2-2-1 気象庁と国土交通省・道府県による洪水予報の実施河川 

 

2.2.3 土砂災害警戒情報 

多数の人的被害を伴う土砂災害から人命を守るための総合的な土砂

災害対策の一環として、特にソフト面からの対策強化を図るため、国

土交通省と気象庁は、平成 14 年度から連携して土砂災害警戒情報の

発表に向けた取り組みを推進している。この施策は、土砂災害対策の

エキスパートである砂防部局と気象予測のエキスパートである気象庁

とが連携して、土砂災害に対する市町村や地域住民等の防災活動を支

援するものである。具体的には、平成 14 年度に学識経験者等からな

る「土砂災害警戒情報に関する検討委員会」を設置し、土砂災害警戒

情報が導入された場合の防災上のメリットを議論するとともに、同年

からいくつかの県において土砂災害警戒情報の作成及び市町村への情

報提供の試行を行って、現状における課題等を整理してきた。これま

での試行結果や上記委員会での議論の内容を踏まえ、平成 17 年度以

降、準備の整った県から本運用を目指すこととしている。 
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2.3 防災気象情報に係る技術基盤の現状 

2.3.1 観測・予報業務の現状 

 気象庁は、台風や豪雨などを監視・予測するために、全国約 150 カ

所で各種気象観測を行っているほか、局地的な現象を把握するため全国

約 1,300 地点で雨量や風向・風速などを自動観測する「アメダス」を展

開している。また、集中豪雨などを的確に把握するため全国 20 カ所の

気象レーダー観測網を展開しており、近年その監視・予測機能を強化す

るため観測の解像度の高分解能化（2.5ｋｍメッシュを 1ｋｍメッシュ

に）、風の分布を観測するドップラー機能の追加を進めている。さらに、

気象予測に必要な大気の３次元構造を把握するため全国 18 カ所の高層

気象観測網及び 31 箇所のウィンドプロファイラ観測網を展開し、上空

の気温、湿度や風などを観測している。また、台風や梅雨前線などを広

域で監視するため、静止気象衛星による観測を実施している。 
 気象庁では、これらの観測データを活用して、数値予報と呼ばれる気

象予測技術を用いて、台風の進路予報や半日～１日前からの豪雨の予測

を行っている。数値予報は、観測データを基に現在の大気の状態をコン

ピュータ上でシミュレーションし、物理法則に基づいて将来の大気の状

態を予測するものである。 

図 2-3-1 に気象庁の観測・予報業務の概要を示す。 

 

スーパーコンピュータを用い
た大気状態予測（数値予報）

外国気象機関

高層気象観測
　ラジオゾンデ
　ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗｰ
　航空機

気象レーダー

海洋気象観測網
　海洋気象観測船
　一般船舶

宇宙からの
気象観測網

地上気象観測網
　各気象官署
　アメダス
　部外データ

観測データ（国内外）

デ
ー
タ
収
集

情報の種類

警報

注意報

台風予報

気象情報

天気予報

週間天気予報

航空気象情報

船舶向け
　　気象情報
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　一般船舶

宇宙からの
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地上気象観測網
　各気象官署
　アメダス
　部外データ

観測データ（国内外）
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タ
収
集

情報の種類

警報

注意報

台風予報

気象情報

天気予報

週間天気予報

航空気象情報

船舶向け
　　気象情報

　　　　等

解析・予報・情報作成発表

情
報
発
表

各気象官署における情報の作成

国内外のデータ収集・配信

気象資料総合処理システム

6日21時
台風第10号
955hPa

7日21時

8日21時

9日21時

図 2-3-1 気象観測・予報業務の概要 
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一方、数時間先までの豪雨の予測に関しては、雨域の動きに着目し

た降水短時間予報と呼ばれる技術を用いている。平成 16 年に運用を

開始した１時間先までの詳細な降水量を予測する降水ナウキャスト

（３章に詳述）も同様の技術に基づくものである。気象庁では、きめ

細かい雨量の監視や降水短時間予報の更なる精度向上を図るため、都

道府県、国土交通省等、部外機関との観測データの共有を推進してい

る。 

気象庁では、これまでも広範な技術開発を行い、これらの防災気象

情報の改善を図ってきた。これまでの気象観測・予測体制の強化と防

災気象情報の改善の概要を図 2-3-2 に示す。 

 

2.3.2 防災情報提供機能の現状 

気象庁が提供する防災気象情報は、防災関係機関の災害対策に有効

な情報として活用されるべく、全国の地方気象台等から「緊急防災情

報ネットワーク（防災情報提供装置等）」により、都道府県等の防災

関係機関に伝達している。伝達した警報等の防災気象情報は、都道府

県等から市町村の防災関係部局へと伝達され、住民の避難等各種防災

活動に活用されている。加えて、防災気象情報は、報道機関等の協力

により広く一般の国民に周知されている。この他、各方面での防災活

動を支援すべく、国土交通省等の関係機関や各種指定公共機関、民間

気象事業者等にも伝達されている（図 2-3-3）。 
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図 2-3-2 わが国における気象観測・予測体制 
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図 2-3-3 防災気象情報の伝達 

 

さらに、一般国民が防災気象情報を収集できるよう、気象庁ホーム

ページからも警報や注意報、雨量の観測情報等を随時提供している。

平成 15 年６月には国土交通省防災情報提供センターが開設され、気

象庁が発表する情報をはじめ、河川局、道路局等、国土交通省の各部

門が収集する防災情報について、インターネットを通じて一元的に国

民への提供を行っている（図 2-3-4）。 

 

図 2-3-4 防災情報提供センターの情報提供 
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第 3 章 施策の評価 

3.1 評価の手法 

気象庁は、これまでも、絶えず防災気象業務の改善を図ってきてお

り、その改善の成果を評価し、さらなる情報の改善策の検討に資する

ため、情報の利用者である国民や防災関係機関を対象とした各種調査

を実施してきた。本プログラム評価にあたっては、このような利用者

の意見をとりまとめた調査を基に、現在の台風・豪雨等に関する気象

情報の評価、課題の抽出を行った。以下に評価に活用した調査につい

て簡単に記す。 

 

3.1.1 満足度調査 

気象庁では、気象業務に関する改善成果の把握や改善方向の検討の

ため、気象情報ごとにその利用者の評価（満足度）・ニーズなどを測

定・把握することとし、平成 13 年度には「防災気象情報の満足度に

関する調査」（以下、「満足度調査」）を実施した。ここでは、利用

者における「大雨警報」、「台風情報」等の防災気象情報の評価（満

足度）を把握するため、防災関係機関（都道府県、市区町村、ライフ

ライン、報道機関に区分）と住民を対象としたアンケート調査を行っ

た。 
調査の結果、図 3-1 に示すように、防災気象情報の満足度は、全般

に高いことがわかったが、警報の発表地域と解除のタイミングや予測

精度について、改善要望が高かった。また、台風情報については、予

報精度、予報期間、発表の頻度等についての改善要望が高かった。  
気象庁では、これらの課題に対応するため、平成 13 年度以降これ

までに 3.2 で詳述する項目について改善を行った。平成 16 年度には、

こうした取り組みの効果を確認するとともに今後の更なる改善の方向

性を確認するため、再度、同様のアンケート調査を実施した。これま

でに行われた改善に向けた取り組みとその評価については、3.2 で詳

述する。 
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１３年度の結果 １６年度の結果 １８年度の目標
（平成１３年度に設定）

評価点
回答毎に次の得点を与えた平均点

「満足」 100
「まあ満足」 67
「やや不満足」 33
「不満足」 0

図 3-1 防災気象情報の満足度調査結果 

 

3.1.2 そのほかの調査 

気象庁では、満足度調査の実施により、要望等を包括的に把握する

ことに加え、現在の防災気象情報についての個別の課題についての利

用者の要望を詳細に把握するため、アンケートや聞き取りによる調査、

専門家による検討を様々な機会を捉えて実施してきた。 

平成 14 年度の「土砂災害に関する雨量情報の特性検討調査」では、

情報の細分化、雨量予測の精度向上など、それまでのアンケート結果

により明らかになっていた事項に加え、図形式での土砂災害警戒情報

の提供への要望が高いことが示された。また、警報・注意報について

は、避難勧告等の責務を持つ市町村における利用に、より適合する情

報の内容等を検討する必要があることが明らかになった。 

平成 15 年度の「緊急防災情報に関する調査」では、関係省庁との

連携により、伝達に的を絞った調査を行い、情報伝達・提供の迅速

化・確実化に関する方針を取りまとめた。 

また、平成 15 年度の「防災気象情報の高度化に関わる勉強会」に

おいては、報道関係者、ライフライン、自治体及び住民への聞き取り

とアンケートにより、予測精度の向上を図ることや、情報の発表単位

の地域細分化等への要望が明らかになった。一方、地域細分化につい

ては、それに伴い情報量が増加するため、伝え方に工夫が必要である

ことも課題とされた。 
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平成 16 年度の「防災気象情報の活用に関する調査」では、平成 16

年の風水害で被害のあったいくつかの市町村や住民を対象にアンケー

トと聞き取りによる調査を行い、平成 16 年の風水害の経験も踏まえ

た課題の抽出を行った。その結果、迅速・的確な防災対応のため、市

町村を特定した警報発表、土砂災害への警戒の必要性が明確にわかる

ような警報の発表等が求められており、また、防災対策資材の準備や

職員の配置計画等のため、72 時間より先の台風予報への要望がある

ことが明らかになった。さらに、高潮についての啓発の促進等の必要

性が示された。 
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3.2 改善に向けた最近の取り組み 

  3.1 でも述べたように、気象庁は、主として平成 13 年度に行われ

た満足度調査によって明らかになった課題に対応し、表 3-2-1 に示

す改善を行った。ここでは、その概要と評価について述べる。 

 
表 3-2-1 満足度調査で明らかになった要望事項と対応する改善 

明らかになった要望事項等  改善事項  

予報精度への改善要望  進路予報精度の向上とこれに伴う

予報円の縮小  
最新の実況情報への要望  １時間後の推定値の提供  
各地域毎に台風がもっとも影響

を及ぼす時間帯の情報への要望  台風の影響の大きい時刻の表示  

台

風

情

報

関

係 予報期間への改善要望  台風強度の 72 時間予報の提供  

警報の発表単位への改善要望  細分区域（二次細分区域）の設

定・細分化 

警報や情報の内容の分かり易さ

への改善要望  本文の二次細分区域ごとの記述  

警報の発表・解除のタイミング

への改善要望  警報の切り替えの明示  

警報の発表・解除のタイミング

への改善要望  警報発表の可能性の事前言及 

大

雨

警

報

関

係 
雨に関する強さ、分布などの詳

細な内容への要望  降水ナウキャストの運用開始  

 

 

3.2.1 台風に関する改善に向けた最近の取り組み 

気象庁では、13 年度以降、以下に示すような台風情報の改善を行

った。平成 16 年度の満足度調査によれば、これらの改善は、利用者

から概ね評価されている。 

 

3.2.1.1 進路予報精度の向上と予報円の縮小 

平成 13 年度の満足度調査においては、進路予報に関する精度向上

を求める多くの要望が寄せられた。これを踏まえ、平成 17 年までに、

台風中心位置の 72 時間先の予報誤差を平成 12 年（443km）に比べて

約 20％改善し、360km にすることを業務目標として設定し、観測網

の整備や予報技術の改善等を進め、台風の進路予報の精度は着実に向

上してきた。平成 16 年においては、台風の進路予報の誤差は 356km

にまで向上しており、平成 17 年までの業務目標を既に達成し、さら

なる精度向上に努めている（図 3-2-1）。 
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こうした精度向上を踏まえて、平成 16 年 6 月 1 日から台風の進路

予報における予報円の大きさを従来よりも小さくする改善も実施した

（図 3-2-2）。 
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図 3-2-1 台風進路予報の精度向上 

 

72時間予報
650 km→500 km

48時間予報
410 km→310 km

24時間予報
200 km→170 km

72時間予報
650 km→500 km

48時間予報
410 km→310 km

24時間予報
200 km→170 km い

 

図 3-2-2 新旧予報円の比較 

 

 20
※2003 年 8 月 6 日
21 時発表の台風第
10 号の予報例。青
点線が実際の予報に
使用した予報円、赤
い実線は改善後の予
報円。  
 



3.2.1.2 １時間後の推定値の提供 

台風位置情報は様々な観測データを活用して作成するため、観測時

刻から情報発表までに 40 分程度を要する。すなわち、発表時刻の時

点では 40 分前の情報である。平成 13 年度の満足度調査においては、

発表時刻に近い最新の台風位置情報の提供について数多くの要望が寄

せられた。これを踏まえ、気象庁では 1 時間後の台風に関する推定

値の発表を平成 15 年度の業務目標として定めた。平成 15 年 6 月か

ら、台風が日本付近にある場合には、1 時間後の台風の中心位置（緯

度、経度）と強度（中心気圧、最大風速）、大きさ（強風域と暴風

域）を推定した情報を毎時発表し、報道等で広く利用されている（図

3-2-3）。 

 

図 3-2-3 1 時間後の推定値の例 

 

3.2.1.3 暴風域に入る確率情報の改善 

平成 13 年度の満足度調査においては、台風が上陸間近の状況では、

12、24 時間先の予報だけでは台風が最接近する時間帯が分かりづら

いとのことから、3 時間先、6 時間先など従来よりも時間間隔をきめ

細かくした予報への要望が強かった。このため、平成 15 年度の業務

 21  



目標として、台風の直接的な影響が及ぶ地域・時間帯を示せるよう、

平成４年に提供を開始した暴風域に入る確率情報の改善・拡充を行う

こととし、平成 15 年 6 月から次の改善を実施した。 

 ・確率情報の対象地点を 29 地点から全ての二次細分区域に拡大 

 ・対象時間を 24 時間から 48 時間に延長 

 ・24 時間全体での確率を 3 時間毎の各時間帯の確率に変更 

 

3.2.1.4 予報期間の延長 

平成 13 年度の満足度調査においては、48 時間予報よりも先の予報

に関する改善要望が寄せられた。気象庁では、進路予報（中心位置）

に関しては既に 72 時間先までの予報を実施中であったが、要望を踏

まえて、台風の強度（中心気圧と最大風速）に関する予報についても

48 時間先から 72 時間先へと延長することを平成 15 年度の業務目標

とし、平成 15 年 6 月から 72 時間先までの延長を実現した。 

 

 

3.2.2 豪雨等に関する改善に向けた最近の取り組み 

3.2.2.1 細分区域（二次細分区域）の設定・細分化 

気象庁が発表する警報や注意報の対象区域は、都道府県をいくつか

に分けた区域（二次細分区域）を基本単位としているが、平成 13 年

度の満足度調査において、警報や注意報の発表単位を細分化すること

について非常に強い要望が寄せられた。このため、平成 13 年度から

進めていた警報等の対象区域の細分化を、毎年の業務目標としてさら

に促進することとした。細分化にあたっては、利用者の意向を反映す

るため、都道府県などの防災関係機関とも協議して実施している。平

成 16 年 3 月現在では大東島地方を除く全国 55 すべての府県予報区

で二次細分区域を設定し、全国を 362 区域に分けて警報等が発表さ

れており、業務目標（55 の府県予報区で二次細分区域を設定）を達

成した（図 3-2-4）。この施策実施後の平成 16 年度の満足度調査に

よれば、大雨警報の発表地域に関する満足度は平成 13 年度に比べて

大幅に上昇した。 
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図 3-2-4 二次細分区域の設定 

 

3.2.2.2 警報等の改善（平成 16 年３月） 

気象庁は、平成１６年３月に、以下に示すような警報・注意報の運

用についての変更を行った。平成 16 年度の満足度調査によれば、こ

れらの変更は、利用者から見ても改善につながったと評価されている。 

 

  警報の切り替えの明示 

平成 13 年度の満足度調査においては、見やすく、理解しやすい防

災気象情報の提供が求められている。特に、非常時には情報が輻輳し

た状況となることから、当該地域に関する気象の実況や予測、災害危

険性の速やかな理解が重要である。このため、平成１６年３月から、

警報発表時に、災害の危険度が一段と高まり、警報において、より一

層の警戒を呼びかける場合には、警報文の中で「重要変更！」と明示

し、利用者への確実な情報伝達を図ることとした（図 3-2-5）。現在、

土砂災害について、過去数年で最も災害の起こる可能性が高くなった

場合に、大雨警報の中に「重要変更！」と明示する運用を行っている。 
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 警報発表の可能性の明示 

平成 13 年度の満足度調査では、発表や解除のタイミングに係る強

い要望が寄せられた。また、同調査では、警報や注意報の発表の可能

性に係る事前の情報提供への要望も寄せられている。さらに、平成

14 年度「土砂災害に関する雨量情報の特性検討調査」では、注意報

において警報の発表可能性を予告することが防災機関にとっても有効

であることが確認された。 

これら要望等に沿うべく、警報に切り替わる可能性が高いときには、

前もって「○○までに××警報に切り替える可能性がある」と特記事

項に明示した注意報を発表する運用を、平成 16 年３月に開始した

（図 3-2-5）。特に、早朝や深夜に警報に切り替わる可能性が高いと

きには、防災機関が対応をとりやすいよう、原則として 16 時までに

注意報を発表して警報に至る可能性を伝えることとした。 

 

平成１６年　７月１８日０８時４２分　福井地方気象台発表
嶺北」大雨，洪水警報」雷注意報」
嶺南」大雨，雷，洪水注意報」
（（重要変更！嶺北では土砂災害に厳重に警戒してください。特に福井市、
清水町、朝日町、松岡町、鯖江市、美山町、池田町、大野市では過去数年間
で最も土砂災害の危険性が高まっています。浸水害にも警戒して下さい。）
）

嶺北北部　［重要変更］大雨警報　［継続］洪水警報　雷注意報
　特記事項　土砂災害警戒　浸水警戒
　雨　１８日夕方まで
　　　１時間最大雨量　８０ミリ
　　　２４時間最大雨量　３００ミリ
　付加事項　氾濫　突風　ひょう

嶺北南部　［重要変更］大雨警報　［継続］洪水警報　雷注意報
　特記事項　土砂災害警戒　浸水警戒
　雨　１８日夕方まで
　　　１時間最大雨量　８０ミリ
　　　２４時間最大雨量　３００ミリ
　付加事項　氾濫　突風　ひょう

奥越　［重要変更］大雨警報　［継続］洪水警報　雷注意報
　特記事項　土砂災害警戒　浸水警戒
　雨　１８日夕方まで
　　　１時間最大雨量　８０ミリ
　　　２４時間最大雨量　３００ミリ
　付加事項　氾濫　突風　ひょう

嶺南東部　［継続］大雨，雷，洪水注意報
　雨　１８日昼前まで
　　　１時間最大雨量　３０ミリ
　　　２４時間最大雨量　７０ミリ

嶺南西部　［継続］大雨，雷，洪水注意報
　雨　１８日昼前まで
　　　１時間最大雨量　３０ミリ
　　　２４時間最大雨量　７０ミリ

「過去数年で最も土砂災害
の起こる可能性が高くなっ
た」旨を警報の切り替えに
より周知する

二次細分予報区毎に詳細
な内容の記述

注意報・警報の発表なしの
予報区もその旨を記述

特記事項は、土砂災害、浸
水への警戒に加え、時には
「○○までに◇◇警報に切
り替える可能性がある」の
予告文
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嶺北」大雨，洪水警報」雷注意報」
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（（重要変更！嶺北では土砂災害に厳重に警戒してください。特に福井市、
清水町、朝日町、松岡町、鯖江市、美山町、池田町、大野市では過去数年間
で最も土砂災害の危険性が高まっています。浸水害にも警戒して下さい。）
）

嶺北北部　［重要変更］大雨警報　［継続］洪水警報　雷注意報
　特記事項　土砂災害警戒　浸水警戒
　雨　１８日夕方まで
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　付加事項　氾濫　突風　ひょう
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　特記事項　土砂災害警戒　浸水警戒
　雨　１８日夕方まで
　　　１時間最大雨量　８０ミリ
　　　２４時間最大雨量　３００ミリ
　付加事項　氾濫　突風　ひょう

嶺南東部　［継続］大雨，雷，洪水注意報
　雨　１８日昼前まで
　　　１時間最大雨量　３０ミリ
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水への警戒に加え、時には
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予告文

 

 

図 3-2-5 警報・注意報文の改善例 
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 本文の二次細分区域ごとの記述 

先にも述べたように、平成 13 年度の満足度調査においては、警報

等の内容の分かりやすさが求められている。このため、警報・注意報

の本文では、解除・継続を含む警報・注意報の発表状況や警戒すべき

事項、予想される気象状況、量的予報事項等を簡潔に二次細分区域ご

とに示すこととした。また、予想される気象状況については、現象の

開始時刻、終了時刻、ピーク時刻及び最大値等を箇条書きで示すこと

とした（図 3-2-5）。 

 

3.2.2.3 都道府県との共同による指定河川洪水予報の実施 

気象庁は、平成 14 年度から業務目標を設定して都道府県と共同の

洪水予報の拡充を進めてきた。平成 17 年 2 月現在で１５の道府県で

１９水系２９河川について指定河川洪水警報・注意報を発表しており、

平成 16 年度の業務目標（１５の都道府県で指定河川洪水予報を実

施）を達成している（図 3-2-6）。 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2-6 都道府県との洪水予報指定河川の数 

 

3.2.2.4 降水ナウキャストの開始 

平成 13 年度の満足度調査をはじめ各種調査において、きめ細かな

領域や時間幅における降雨予測情報の要望が寄せられた。特に、近年

頻発する都市型水害等への対応として、急激に発達する雨域にも対応

できるよう、最新の観測実況に基づく情報を迅速に提供することが求

められている。 

これを踏まえ、気象庁は、10 分毎更新、１km メッシュ、1 時間先

までの降雨予測を行う「降水ナウキャスト」の平成 16 年度出水期か

らの運用等を業務目標として開発を進め、平成 16 年６月１日に、防

災関係機関等への提供を開始した（図 3-2-7）。また、平成 17 年１

洪水予報業務

実施府県数
／ 洪水予報河川数 

／  ５
平成１６年３月    ８（１０） ／ ２１

平成１７年２月   １５（１５） ／ ２９
         ※ （ ）は当該年度の業務目標値

都道府県との洪水予報指定河川の数

平成１５年３月    ３（数県）



月 24 日からは、気象庁ホームページにより、広く一般国民を含めた

利用者に同情報を提供している。 

図 3-2-7 降水ナウキャストのイメージ 

 

3.2.3 各情報共通の改善に向けた最近の取り組み 

3.2.3.1 数値予報モデルの改善 

半日程度より先の大雨や強風等の現象の予測には、スーパーコンピ

ュータを使った数値予報が主として使われている。気象庁は、防災気

象情報を改善するため、平成 13 年 3 月にきめ細かい豪雨等の予測を

目的としたメソ数値予報モデルの運用を開始し、以来、モデルの改善

に加え、全国に展開したウィンドプロファイラ等、新しい気象観測デ

ータの利用や予測手法の改善等を行ってきた（図 3-2-8）。この結果、

図 3-2-9 に示すとおり、メソ数値予報の精度は着実に向上している。 
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平成１３年３月　 メソ数値予報モデル運用開始

平成１４年３月　 初期値解析手法高度化（４次元変分法導入）

平成１５年１０月　
衛星搭載マイクロ波放射計による
降水・水蒸気データの利用開始

平成１６年９月 モデルの精密化（非静力学モデルの導入）

衛星搭載マイクロ波
放射計データの利用 モデルの精密化等

平成１３年６月　
ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗデータの利用開始

実況（３時間降水量）

平成１３年３月　 メソ数値予報モデル運用開始

平成１４年３月　 初期値解析手法高度化（４次元変分法導入）

平成１５年１０月　
衛星搭載マイクロ波放射計による
降水・水蒸気データの利用開始

平成１６年９月 モデルの精密化（非静力学モデルの導入）

衛星搭載マイクロ波
放射計データの利用 モデルの精密化等

平成１３年６月　
ｳｨﾝﾄﾞﾌﾟﾛﾌｧｲﾗデータの利用開始

実況（３時間降水量）

図 3-2-8 メソ数値予報モデルの開発 
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の予測精度を表す指標。値が大
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示す。この例の場合には、初期
値から３－６時間の３時間降水

量が10ミリを超えるかどうかに
ついての予測を評価した。

メソモデル
運用開始

初期値解析
手法高度化

衛星搭載マイ
クロ波放射計

データの利用
開始

メソ数値予報モデルによる３時間雨量（３－６時間）予報
（10㍉/３時間）の精度指数（スレットスコア）の推移

技術開発の成果
による精度向上

 

図 3-2-9 メソ数値予報モデルの精度 

 

 

3.2.3.2 雨量観測データの共有による降水短時間予報の改善 

数時間先の、より地域を絞り込んだ大雨の量的な予測に用いている

降水短時間予報については、精度に関する業務目標を設定し、国土交

通省、都道府県等、部外機関の雨量計データの取り込み、降水域の移

動量の計算の改善、メソ数値予報モデルの予測結果の活用手法の改善

等、精度向上に努めてきた。その結果、平成 15 年現在の大雨警報の

ための雨量予測精度1は 0.64 で、平成 13 年度に設定した目標をすで

に達成しており、さらなる精度向上をめざしている（図 3-2-10）。 

                                                 
1 20km 格子毎に３時間先までの合計雨量の予測値と実況値の比率を指標とする。
例えば、100mm の雨を予想して、80mm の雨が観測され場合には 0.8、50mm の雨
を予想して、100mm の雨が観測された場合には 0.5 となる。ただし、予測値と実
況値の合計が 30mm に満たない事例は除いて算出した。事例毎に雨量が大きく異
なる大雨時においては、雨量の差より比が重要であることから、このような指標
を使って評価を行っている。 
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図 3-2-10 降水短時間予報の予測精度 

 

 

3.2.3.3 情報提供の改善 

気象庁から提供される防災情報提供機能の改善に向けた取組みにつ

いては、各地方気象台からの迅速で確実な防災情報の提供を図るため、

防災情報提供装置に接続する都道府県数の目標を設定して同装置の整

備を積極的に推進してきた。この結果、平成 16 年３月には、すべて

の都道府県が防災情報提供装置との接続を完了している（図 3-2-

11）。また、国土交通省防災情報提供センターを通じた情報提供に

も取り組んでいる。 

 

　平成１４年３月　　　　　４４（４５）
　平成１５年３月　　　　　４５（４５） 　
　平成１６年３月　　　　　４７（４７）
　　　　　※　（　）は当該年度の業務目標値

防災情報提供装置の接続府県数

　平成１４年３月　　　　　４４（４５）
　平成１５年３月　　　　　４５（４５） 　
　平成１６年３月　　　　　４７（４７）
　　　　　※　（　）は当該年度の業務目標値

防災情報提供装置の接続府県数

図 3-2-11 防災情報提供装置の接続府県数  
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また、気象庁ホームページについても、広く国民の利便に供する情

報を提供することとし、天気予報や警報・注意報等の情報の掲載を平

成 14 年 8 月から開始した。 
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第４章 施策の課題 
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 ３章で述べたように、防災気象情報については、概ね高い満足度が得

られており、また、改善の要望についても、これまでにさまざまな対策

を講じることにより、これに応えてきた。ここでは、さらなる改善に資

するため、現時点での課題について整理した。 

 

4.1 台風に関する気象情報の課題 

4.1.1 進路予報の課題 

4.1.1.1 移動速度が早い台風に関する課題 

3.2.1.3 で述べたように、台風が上陸間近の状況では、12、24 時

間先の予報だけでは台風が最接近・通過する時間帯が分かりづらいと

のことから、3 時間先、6 時間先など従来よりも時間間隔をきめ細か

くした予報への要望が強かった。特に、移動速度が速い台風の来襲の

場合には、当該地点で何時ごろから台風の影響が大きくなるのかが瞬

時に分かりづらいという意見が多数あった（図 4-1-1）。 

このような要望に対しては、平成 15 年 6 月に暴風域に入る確率の

改善・拡充を実施したところであるが、平成 16 年度の満足度調査結

果でも、更なる改善要望があった。 

 

 

図 4-1-1 台風の移動速度が速い例 

 



4.1.1.2 台風予報の延長に関する課題 

現在、気象庁における台風予報では、72 時間先までの予報を 1 日

4 回発表しているが、各種調査やヒアリング等を通じて、電力関係機

関や農業関係者、船舶事業者等の台風に対する備えをより早期に行う

必要がある利用者から、72 時間より先の台風予報に対して要望が寄

せられた。また、近年多発する台風災害の影響等から、平成 16 年度

「防災気象情報の活用に関する調査」では、自治体等の防災機関から

も台風の予報期間延長に係る要望が寄せられている。 

 

4.1.1.3 台風進路予報の表示方法に関する課題 

平成 13 年度の満足度調査においては、台風情報の表示方法への改

善要望が多数寄せられた。具体的に表示方法に係る課題としては、台

風の進行速度が遅い場合には、予報円が重なって分かりづらいという

意見が多く寄せられている（図 4-1-2）。 

さらに、農業関係機関等の一部機関からは、台風の進路予報の信頼

度に関する情報提供への要望もある。利用者が視覚的にも理解しやす

く、防災機関における柔軟な防災判断へも利用しやすい台風予報の表

示方法への改善が求められている。 

加えて、進路予報の精度向上が強く求められているが、現在の予報

円方式では予報誤差の特性を十分表現できていない場合もある。 

図 4-1-2 台風予報円が重なるケース 

26日21時

27日09時

27日21時
28日21時
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4.1.2 台風に伴う風雨の情報の課題 

4.1.2.1 風速に関する課題 

気象庁における台風情報では、中心付近での最大平均風速を発表し

ている。暴風と災害との対応の観点からは、平均風速よりも瞬間風速

の方が適当であることや、テレビ等では瞬間風速の観測結果が報じら

れていることが多いことから、台風の強度を示す指標として最大瞬間

風速を発表することについての要望が強い（例えば平成 16 年度「防

災気象情報の活用に関する調査」）。最大平均風速と最大瞬間風速の

例を図 4-1-3 に示す。 

平成16年8月30日　鹿児島県 鹿児島（鹿児島市）

最大瞬間風速 49.8 m/s

最大平均風速 25 m/s

 

図 4-1-3 最大平均風速と最大瞬間風速 

 

4.1.2.2 暴風域・強雨域に関する情報の課題 

市町村等の防災機関や地域住民にとっては、台風の接近によって、

いつ、どの程度の暴風や降雨が自分の地域で起こるか、についての情

報がもっとも重要である。 

 

現在、台風予報においては暴風域を円で表現しているが、地域毎の

暴風の状況を必ずしも的確に表現できない場合がある（図 4-1-4）。

例えば、暴風域が陸にかかる場合や台風の温帯低気圧化が進みつつあ

る場合には、暴風域を単純に円では表現できないような風の分布にな

 33  



 31  

04

 998

05 1004 5日9時

4日9時

4日21時

台風発生！

04

 998

05 1004

04

 998

05 1004 5日9時

4日9時

4日21時

台風発生！

る。このため、風・雨の分布について、暴風域を円で表すだけではな

く、より正確かつ分かりやすく表すことが求められている。 

 

 

図 4-1-4 台風周囲の風や雨の分布 

 

4.1.2.3 台風前の熱帯低気圧や台風から変化した温帯低気圧に関する

課題 

現在、熱帯低気圧については、現在天気図にその位置が記載されて

いるが、台風への発達の見込み等の情報が表現されていない。このた

め、日本近海で急速に熱帯低気圧が発達して台風になった場合など

（図 4-1-5）、国民や防災機関が事前の準備を十分進めることができ

ない場合がある。このため、台風に発達する前の熱帯低気圧に関する

情報への要望がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

図 4-1-5 台風となった 12 時間後には日本に接近した例 

（2004 年台風第 11 号） 

 

また、台風から温帯低気圧に変わった場合についても、台風情報と

同等程度の情報内容の提供がなされていないという課題もある。特に、

台風から温帯低気圧に変わる過程では、より広範囲に暴風被害が広が

る場合がある（図 4-1-6）。このような場合、温帯低気圧に変わった

後も、引き続き台風と同様に警戒を呼びかける必要があるが、これに

ついて、報道機関等から台風に準じた利用しやすい情報の提供が求め

られている。 

7日09時

7日15時

7日21時

8日03時

8日09時

8日12時

台風第18号の暴風域

7日21時 8日9時7日9時

アメダス風速と赤外画像

7日09時

7日15時

7日21時

8日03時

8日09時

8日12時

台風第18号の暴風域

7日09時

7日15時

7日21時

8日03時

8日09時

8日12時

台風第18号の暴風域

7日21時7日21時7日21時 8日9時8日9時8日9時7日9時7日9時7日9時

アメダス風速と赤外画像

 

図 4-1-6 温低化の過程で暴風域が大きくなった例 

（2004 年台風第 18 号） 
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4.1.3 高潮の情報の課題 

 高潮について適切な防災対応を取るためには、現在よりもきめ細か

い予測情報が必要である。特に、市町村長が避難勧告等を発令する際、

高潮警報等をもとに当該市町村での被害の範囲や程度を想定する必要

があり、そのためには、きめ細かい情報が求められる。 

  高潮はあまり頻繁に起こる現象ではないこともあり、住民等が現象

を必ずしも正しく理解していないことも多い。例えば、平成 16 年度

「防災気象情報の活用に関する調査」でも平成 16 年８月の台風第 16

号による高潮災害（図 4-1-7）について、住民等から満潮時刻のみに

警戒していればよいと誤解していたという声や思ったよりも急激に水

位が上がった等の意見が寄せられている。 

  また、高潮警報等について、地域により防災機関等の対応に差異が

みられるなど、警報等と防災活動との対応が明確であるとはいえない

ことが改めて明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 4-1-7 平成１６年台風第１６号の時の気象情報と潮位の推移 

 

 



4.2 豪雨に関する気象情報の課題 

4.2.1 豪雨に関する気象情報体系の課題 

大雨警報等の情報を受けた際の防災機関等の対応については、例え

ば大雨警報の発表で警戒体制を開始する等と各自治体によって決めら

れている。しかし、地域により防災機関等の対応に差異がみられるな

ど、防災活動と警報等の対応が必ずしも明確であるとはいえないこと

が改めて明らかになった。 

また、平成 16 年の風水害において、市町村長の避難勧告等や住民

の避難行動等の防災判断を一層支援するためは、豪雨に関する気象情

報の体系、発表タイミング等の改善が必要であることが明らかになっ

た。併せて、現在は雨量の予想や観測値が中心となっている情報内容

等についても、それがどのような災害をもたらすのかを理解しやすい

内容とするよう要望されている。 

 

4.2.2 土砂災害に関する気象情報の課題 

気象庁はこれまで、大雨警報・注意報の中で土砂災害に関する警戒

を呼びかけてきた。しかし、大雨警報という表題からは、土砂災害の

おそれがあるかどうかがわからないため、利用者からは、平成 16 年

度「防災気象情報の活用に関する調査」でも明らかになったように、

想定される土砂災害についての情報であることを明示することが求め

られている。また、雨が止んだ後でも土砂災害のおそれが続くため、

大雨警報を継続する必要がある場合も多く、この点についても、利用

者からよりわかりやすくするよう改善を求められている。 

 

4.2.3 洪水に関する気象情報の課題 

河川管理者と共同で行う指定河川洪水予報については、今後も国土

交通省や都道府県との共同洪水予報の河川の指定を促進する必要があ

る。また、二次細分区域を対象として発表している洪水警報・注意報

では、平成 16 年度「防災気象情報の活用に関する調査」等において、

洪水発生のおそれのある地域や時間を絞り込んだ情報が求められてい

る。 

 

4.2.4 警報等の対象区域に関する課題 

災害をもたらす激しい現象は、しばしば、地域的・時間的にかなり

限定されて集中的に発生する。このため、二次細分区域に対して大雨
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警報が発表されたときに、その中でも市町村によっては、警報が空振

りとなることがあり、平成 16 年度の満足度調査においても、特に市

町村当局から、さらなる地域細分化が求められている。また、細分区

域数の増加によって、住民等に耳慣れない区域名称が用いられるケー

スも見られ、分かりづらいとの指摘もある。また、市町村当局からは、

対象地域として当該市町村名が明示された情報であれば、情報をより

重視するとの意見もあり（平成 16 年度「防災気象情報の活用に関す

る調査」）、警報等の対象区域について、さらなる改善が求められて

いる。 
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4.3 各情報共通の課題 

 

平成 13 年度、16 年度の満足度調査において、大雨警報等の改善に

ついては、精度の向上を望む意見が多数出されている。このように、

防災活動における気象庁の情報の活用を促進するためには、より一層

の精度の向上を図ることが不可欠である。 

同じく満足度調査で、特に市町村からの意見として、①ＦＡＸで受

信する情報の文字が見にくい、②情報の重要度が一見してわかりにく

い、③伝達に時間がかかっている等の問題が指摘されている。市町村

は、避難勧告の発令等、防災対応の中でも重要な役割を担っており、

また、消防本部、消防団等も地域の防災活動で重要な役割を果たして

いる。自然災害による被害軽減のためには、市町村等に対して迅速・

確実に警報等を伝達し、さらに、それを補足するさまざまな気象情報

をニーズに合わせて提供することが必要である。 

また、気象庁が発表する防災気象情報のより有効な活用のためには、

利用者である防災機関や一般住民等が、情報の役割、防災気象情報が

対象としている気象現象やその影響について、必ずしも正しく理解し

て活用しているとは限らない。このため、平常時から気象情報につい

ての知識等の普及・啓発活動を一層促進する必要がある。 
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第５章 改善の方向性 

  本章においては、第４章でまとめた台風・豪雨等に関する課題に対

応する今後の改善方策等について記述する。なお、改善方策と４章の

課題との関係については、付録の表に整理した。 
 

5.1 台風に関する気象情報 

5.1.1 短い間隔の位置・強度予報 

より時間間隔をきめ細かくした予報内容への要望を踏まえ、台風が

24 時間以内に日本に上陸または通過することが予想されるときには、
現在の台風情報の予報対象時刻に加えて、24時間先までの 3時間刻
みで進路・強度予報（3, 6, 9, 12, 15, 18, 21, 24時間予報）を、3時
間おきに発表する（表 5-1-1）。 
 

表 5-1-1 台風情報の予報時間  
予報時間

発表時刻  03 06 09 12 15 18 21 24 48 72 
（時間後）  
 

09 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○ ○  ○   
12 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○    
15 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○ ○  ○   
18 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○    
21 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○ ○  ○   
00 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○    
03 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○ ○  ○   
06 時 ●  ●  ● ○ ● ● ● ○    

 ○は現在、●は新規追加   

 
なお、上記すべての予報対象時刻についての予報円を描くと予報円が

重なる等、利用者が視覚的に分かりづらくなるおそれがあることから、

台風情報の図表示に関する改善方策についても併せて検討する（5.1.3

を参照）。 
【短期】 
 

5.1.2 ３日以上先の台風予報 

台風進路予報の延長に係る要望を踏まえて、1日 1回、5日先まで
の台風進路予報の発表を目指し、週間天気予報等で使われているアン

サンブル予報技術を台風予報にも活用するなど、技術開発を進める。 
【中期】 
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5.1.3 台風予報の図表示の改善 

台風予報に関する表示形式の改善要望や、5.1.1 及び 5.1.2 の改

善を効果的に実現するため、利用者が台風予報の表示内容や予報対象

期間に応じた予報精度等の違いを容易に理解し、適切な利用が図られ

るような情報提供の実現を目指す。 
台風予報は、防災上極めて重要であることから、社会的混乱をもた

らすことを防ぐためにも、報道機関等とも協議の上、例えば、予報誤

差に関する情報を必ず示すことなど、表示方法に係る一定の考え方を

整理しておく必要がある。 
その上で、対象とする地域の広さや時間帯に応じて分かりやすい図

を作成することができるよう、気象庁は予報された台風の位置、強度、

暴風半径、誤差のような多様な基本的数値を提供し、報道機関等の利

用者が必要な要素を取捨選択し、それぞれの用途に応じた作図等を行

うことにより、図表示の改善を図る。 

【短期】 
 

5.1.4 最大瞬間風速の提供 

最大瞬間風速の情報提供への要望を踏まえ、台風の強さ（最大風

速）を示す指標として、最大平均風速に加えて最大瞬間風速について

も情報として発表する。最大瞬間風速の提供に際しては、現在発表し

ている最大平均風速値との意味の違いや適切な利用方法などに関する

広報等が必要である。また、今後は、最大瞬間風速の観測（アメダス

等での観測）の充実に積極的に取り組む等、さらなる改善を図る。 
【短期】 
 

5.1.5 風雨の分布に関する表示方法の改善 

風・雨の分布をより正確かつ分かりやすく表示するため、特に陸上

向けの新たな情報として、分布を表す図情報の提供を検討する。また、

ラジオの利用者など図情報の入手ができない利用者向けに、最大風速

の発現場所が台風中心から離れていると予想された場合等には、文章

表現による府県台風情報などで風の分布に関する情報提供を行う。そ

のため、風の分布に関しては、地域特性を考慮した風の解析・予報の

技術開発を進める。 
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さらに台風に伴う風の分布特性を広く防災機関や国民に理解しても

らうよう広報等を積極的に進めることも必要である。 
【中期】 

 

5.1.6 熱帯低気圧、温帯低気圧に関する情報の充実 

台風と同様に国民等への影響が大きく、防災対策が必要と予想され

る熱帯低気圧や温帯低気圧については、報道機関等において、台風情

報と同じ取り扱いができるよう、台風情報と同様の形式で情報を発表

する。 
 熱帯低気圧については、24時間以内に台風となると予想された場
合に情報を発表する。また、台風から変わった温帯低気圧で、引き続

き台風に匹敵する防災対策が必要な温帯低気圧については、台風情報

と同様の形式で情報を発表する。その際、報道機関や自治体等の防災

機関、一般国民が速やかにその情報の重要性を認識し、かつ低気圧の

特性が理解できるよう、情報の名称、発表頻度、予報対象期間、風雨

の表現方法等を検討する。 
【短期】 
 

5.1.7 部外機関の潮位観測データの積極的活用 

高潮についてのきめ細かい予測を行うためには、きめ細かな潮位観

測データを入手し、高潮警報等の的確な発表のための実況監視に活用

するとともに、予測モデルの精度改善のための検証に役立てることが

有効である。このため、気象庁以外の機関の有する潮位観測データに

ついても、雨量と同様に共有化を進め、気象情報に積極的に活用を図

ることとする（図 5-1-1）。また関係機関と調整し、入手した潮位観

測データを分かりやすい型式でリアルタイムに公表することで、利用

者が地域的により詳細な潮位状況を容易に把握出来るようにする。 
【短期～中期】 
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図 5-1-1 部外潮位観測データの活用 

 

 

5.1.8 高潮情報の高度化 

高潮警報等について、警報等と防災活動との対応が明確であるとは

いえないという問題点については、地方公共団体が策定する避難勧告

等の具体的数値基準等を勘案して警報基準を再設定する等、警報・注

意報等の防災気象情報を地方自治体における防災対応の各段階とより

密接に関わるように改善する。具体的には、5.2 に示す豪雨の場合と

同様、避難勧告より前の段階で発令される避難準備情報（表 5-2-1）

と避難勧告には、高潮警報を対応させ、そのどちらに対応するかにつ

いては、警報の内容で容易に区別できるよう工夫する。 

また、気象情報の中で高潮の危険性に言及する場合の表現方法につ

いては、過去の災害事例における観測値との比較や、警報基準からの

差を記載する等が考えられるが、報道機関等の関係機関とも協議して

検討する。 

【短期～中期】 

 

5.1.9 高潮情報に関する啓発 

防災機関や住民が、高潮の現象や高潮に関する防災気象情報と防災

対応との関係を良く理解し、共通の認識を得られるようにすることが

必要である。そのため、防災機関や住民向けのパンフレット、出前講

座、ワークショップ、インターネット上の学習サイトの作成など、平

常時からの高潮に関する知識等の普及・啓発活動に努める。 

気象庁

香川県

坂出市

データの共有化
を一層促進
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さらに、高潮が懸念される際は、マスコミ等の協力も得て、高潮で

注意を要するのは満潮時間だけとは限らないこと、高潮による潮位の

変動は急激な場合もあることなどについて注意喚起を図る。 
【短期】 
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【基本方針】 

（Ⅰ）警報・注意報を防災対応と密接に結びつける。 

（Ⅱ）警報・注意報・気象情報の目的、内容、発表基準等を明

確にし、防災機関・住民と共有する。 

（Ⅲ）情報の内容によっては、必要に応じ、防災機関との共

同発表を含む連携・協力を推進する。 

5.2 豪雨に関する気象情報 

5.2.1 改善に向けた基本方針 

４章に記した具体的な課題について、気象庁は、次の基本方針のも

と、豪雨に関する気象情報の改善を図るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

気象庁は、豪雨等に関する気象状況やその予測について、明確な情

報を適切なタイミングで社会に提供し、防災対応を支援することが求

められている。そのためには、それぞれの情報が発表された際に、防

災機関や住民にどのような対応が求められているのかを予め明確にす

る一方、観測の密度や予測の精度等のデータを公表し、これらを踏ま

えた上で情報の内容、発表基準等についての社会的な合意を得て、そ

れにより情報発表を行うことが重要である。 

災害の種類によっては、災害の発生が気象条件だけでなく、河川や

土壌の状態等にも大きく左右される。このため、このような災害につ

いて、防災対応に役立つように防災気象情報の価値を高めていく上で

は、気象分野以外の知見や観測データが必要であり、気象庁以外の防

災機関と、共同発表を含め、連携・協力を推進していかなければなら

ない。 

 

5.2.2 改善に向けた具体的方策 

5.2.2.1 警報・注意報・気象情報の役割の明確化 

 

上に述べたように、防災気象情報と防災活動を密接に結びつけるた

めには、防災機関の職員の待機等の初期段階から、避難勧告、避難指

示等に至る防災活動の各段階に、各防災気象情報を適合させ、各情報

が発表されたときに防災機関等がとるべき対応を明確にすることが必
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要である。これに関連して、市町村の避難勧告等の基準が抽象的で運

用が難しかったことなど、平成 16 年の気象災害時に得られた教訓を

踏まえ、内閣府、消防庁、国土交通省、気象庁等の関係省庁は、避難

勧告等の意味や役割を整理し、災害毎に基準策定の基本的な考え方を

示したガイドラインを作成した。 

このガイドラインでは、避難勧告等を表 5-2-1 に示した３類型と

することとされている。気象庁としては、できるだけ早期にこの３類

型の考え方に沿った防災気象情報の発表を目指す。具体的には、警報

等の内容、発表基準、目標とするリードタイムを地方自治体等関係機

関と協力して見直し、避難勧告等の基準に適合した防災気象情報を提

供することが必要である。 

特に、避難準備情報、避難勧告については、災害発生の予測に基づ

いて事前に発令されるものであり、これには、警報を適合させること

が適当である。警報の内容によって、避難準備情報に対応したものか、

避難勧告に対応したものかが、利用者に直ちに判断できるよう、表現

方法等について関係機関とも協力して十分検討することが必要である。 

さらに、市町村が場所や時間をできるだけ絞り込んだ避難情報を発

令できるよう、これまで気象庁が推進してきた図形式の気象情報の提

供に加え、最新のＩＴ技術を取り入れて、市町村等の利用者がそれぞ

れのニーズに応じて情報の内容や表示形式を柔軟に変更できるシステ

ムの構築により、警報を補完する詳細な情報の提供に努める。 

なお、上の３類型に対応した情報に加え、防災関係機関に対する待

機の判断の支援、災害のおそれについての注意の呼びかけ等のため、

注意報を発表することとし、これについても、その発表基準等につい

て、関係する防災機関等との情報交換・認識の共有を推進することと

する。 

【短期～中期】 
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表 5-2-1 避難勧告等の３類型 

 

5.2.2.2 土砂災害に関する警報等の独立運用 

土砂災害への防災対応を支援するため、土砂災害警戒情報（図 5-

2-1）を発表する。この情報は、土砂災害の危険度や今後の雨量の見

通し等を明示し、市町村単位での提供を原則としたもので、都道府県

と気象庁が共同して作成・発表する。運用開始時期としては、平成

17 年度以降、準備のできた都道府県から発表を開始し、順次拡大し

ていくものとする。【短期】 

 

また、土砂災害に関する災害発生ポテンシャルを把握する技術の開

発状況や土砂災害警戒情報の効果・課題等を踏まえ、現在、大雨警

報・注意報に含めて取り扱われている土砂災害に関する警報・注意報

（地面現象警報・注意報）を大雨警報・注意報から独立させて発表す

ることを目指す。この警報・注意報についても、都道府県との共同発

表も視野に入れ検討する。【中期】 
 

土砂災害警戒情報や独立した土砂災害の警報の発表については、二

次細分区や市町村を対象とするが、その根拠となる詳細な土砂災害ポ

テンシャル分布情報を気象情報等により、補足的に提供することによ

り、市町村における地域を絞り込んだ避難情報の発令を支援する。 

 発令時の状況 住民に求める行動 

避難準備

（要援護者

避難）情報 

要援護者等、特に避難行動に時間

を要する者が避難行動を開始しな

ければならない段階であり、人的

被害の発生する可能性が高まった

状況 

・要援護者等、特に避難行動に

時間を要する者は、計画された

避難場所への避難行動を開始

（避難支援者は支援行動を開

始） 

・上記以外の者は、家族等との

連絡、非常用持出品の用意等、

避難準備を開始 

避難勧告 

通常の避難行動ができる者が避難

行動を開始しなければならない段

階であり、人的被害の発生する可

能性が明らかに高まった状況 

通常の避難行動ができる者は、

計画された避難場所等への避難

行動を開始 

避難指示 

・前兆現象の発生や、現在の切迫

した状況から、人的被害の発生す

る危険性が非常に高いと判断され

た状況 

・堤防の隣接地等、地域の特性等

から人的被害の発生する危険性が

非常に高いと判断された状況 

・人的被害が発生した状況 

・避難勧告等の発令後で避難中

の住民は、避難行動を直ちに完

了 

・未だ避難していない対象住民

は、直ちに避難行動に移るとと

もに、そのいとまがない場合は

生命を守る最低限の行動 
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図 5-2-1 「土砂災害警戒情報」のイメージ 

 

 

5.2.2.3  洪水に関する警報等の高度化 

洪水に関する警報等の高度化として、まず、国土交通省、都道府県

と共同して行っている指定河川洪水予報のさらなる指定を進め、河

川・区間を特定した洪水警報・注意報の対象の拡大に努めることとす

る。また、指定河川洪水予報については、従来の水防活動目的に加え、

避難対策を支援する準備情報や避難勧告への利用もできるよう、基準

の見直し等を進めるとともに、指定河川洪水警報の細分化も視野に入

れ、国土交通省河川局と連携をとりながら高度化を進める。 

その他の中小河川の洪水に関する情報の改善については、対象地域

の絞込みを行うため、洪水の危険度を予測する手法を高度化する。具

体的には、上流域の降雨から下流地点の洪水に至るメカニズムをモデ

ル化し、降水短時間予報等の雨量予測情報に基づく洪水危険度を河川

毎に予測する技術開発を進める（図 5-2-2）。開発にあたっては、必

要に応じ、国土交通省河川局をはじめとする河川に関する行政、研究

機関とも連携して技術の開発を進めることとする。 

この技術を中小河川を対象とした洪水予測に活用し、避難準備情報

の発令を効果的に支援できるよう、自治体が定める避難準備情報発表

□□県土砂災害警戒情報第×号 平成△△年□月□日□時□分
△△県 △△地方気象台 共同発表

警戒対象市町村：○○市、 ××町
今後2 時間以内に、大雨による土砂災害の危険度が非常に高くなる見込みです。
土砂災害危険箇所及びその周辺では厳重に警戒して下さい。警戒対象市町村

での今後３時間以内の最大 1時間雨量は多いところで 60mmです。

問い合わせ先
○○○ -○○○ -○○○○ ( □□県砂防課 )
××× -××× -×××× ( □□地方気象台 )

20 km/h

30 km/h

実況強雨域
（1時間30mm以上）

凡例

発表対象市町村

長さは1時間の
移動距離に対応

□□県土砂災害警戒情報第×号 平成△△年□月□日□時□分
△△県 △△地方気象台 共同発表

警戒対象市町村：○○市、 ××町
今後2 時間以内に、大雨による土砂災害の危険度が非常に高くなる見込みです。
土砂災害危険箇所及びその周辺では厳重に警戒して下さい。警戒対象市町村

での今後３時間以内の最大 1時間雨量は多いところで 60mmです。

問い合わせ先
○○○ -○○○ -○○○○ ( □□県砂防課 )
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基準に適合した形で洪水警報の発表を行う。洪水警報の発表について

は、二次細分区や市町村を対象とするが、発表の根拠となる河川毎の

洪水危険度を気象情報等で補足的に提供することにより、市町村にお

ける地域を絞り込んだ避難情報の発令を支援する。 

また、これに関連して、中小河川については、河川管理者から一般

に周知される水位観測の情報が、避難準備情報や避難勧告の発表基準

のひとつとして考えられるため、上記の雨量による洪水危険度予測と

ともに実況水位情報も活用し、地域や流域を特定した精度の高い情報

を発表することを検討する。 

【短期～中期】 
 

図 5-2-2 雨量予測に基づく洪水危険度予測の例 

 

 

5.2.2.4 地域細分化の推進 

発表地域・名称に係る課題、数値予報技術を中心とする気象予測技

術開発のこれまでの進展、今後の計画を踏まえ、原則として市町村等

を特定した警報の発表を目指す。これにより、現象（災害）の対象域

がより明確になるとともに、住民や防災関係機関にとって馴染みのあ
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る分かりやすい地域名称となることから、防災効果の向上が期待され

る（図 5-2-3）。 

また、現在の二次細分区を対象とした警報等に比べ、市町村を特定

して警報を発表した場合には情報量が格段に多くなる。このため、利

用者が警報の内容を的確に把握するためには、気象庁が XML 形式1等

による情報提供を行い、利用者においてこれを効果的に活用するなど、

都道府県、市町村、報道機関等との協力も推進する必要がある。 

【中期】 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2-3 地域細分化のイメージ 

                                                 
1 XML（Extensible Markup Language）：コンピュータで処理のための記述形式の
１つ。インターネット時代のデータ交換の標準フォーマットとして多用されつつあ

る。 

 大雨が予想 
される領域 

 対象区域を限定 
することにより、空

振りを少なくする 
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5.3 改善に必要な技術基盤の確立 

5.3.1 観測・予測技術の強化 

 これまでに示してきた改善策を推進するためには、観測・予測技術

の充実による気象予測の精度向上が不可欠である。特に、洪水や土砂

災害などをもたらす降水の量的な予測、台風による風雨の詳細な予測

などの精度向上が重要である。このため、以下のような観測・予測技

術の強化を推進する。 
 
5.3.1.1 総合的な気象観測網の構築 

 運用開始予定の運輸多目的衛星新 1号、２号では、北半球の観測回
数を 1時間毎から３０分毎に倍増させるとともに、解像度を２割向上
させ、大雨をもたらす積乱雲等、急速に発達する雲の監視を強化し、

台風の中心位置や強度の観測精度を向上させる計画である。また、静

止気象衛星観測を一層強化するため、次世代気象衛星調達のための調

査を推進する。さらに、台風の風雨の詳細な予測の改善のため、高密

度毎時衛星風同化・マイクロ波散乱計（海上風）同化などの衛星デー

タの高度利用を推進する。 
 また、アメダス、気象レーダーなどによる基盤的な気象観測の充実

のため、ドップラーレーダーの導入など機能強化を図る必要がある。

さらに、他機関による雨量観測データや民間航空機の観測データ、Ｇ

ＰＳ水蒸気量などのデータの利活用を進め、総合的な観測ネットワー

クの構築を推進する必要がある。 
 
5.3.1.2 降水短時間予報の改善 

1時間～3時間程度の降水予報については、引き続き、降水短時間
予報による予測が中心的な役割を果たすと考えられる。これについて

は、関係機関との雨量観測データの共有等によって降水の実況把握の

精度を向上させるとともに、雨域の移動速度の算出方法等の予測技術

の改善も推進し、予測精度の向上を目指す。さらに、防災活動への利

用には、例えば災害発生の危険度を表す指標に反映させたり、洪水予

防のためのダム管理等に応用したりするため、雨量予測の精度に関す

る情報の提供をめざす。 
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5.3.1.3 数値予報技術等の改善 

平成 18年 3月に予定されているスーパーコンピュータの更新に合
わせ、メソ数値予報モデルについて、現在の 10km毎の計算を 5km
毎に計算するように改善し、さらに、雨だけでなく、風も観測するこ

とのできるドップラーレーダー等、新しい観測技術を導入することに

より、数値予報による降水の予測精度を向上させる。これにより、例

えば、梅雨前線の活発な活動による集中豪雨の予測精度が現在に比べ

て向上し、警報が発表されるような大雨になる可能性について、半日

程度前から、地域を特定して伝えることができるようになると期待さ

れる。また、その後は、さらなる分解能の向上、新たな観測技術の導

入に加えて、週間天気予報などで実用化しているアンサンブル予報技

術を応用するなどして、予測精度の向上を図ることが重要である。 
さらに高潮の予測については、平成 18年 3月に予定されているス
ーパーコンピュータの更新に合わせ、高潮数値予測モデルの分解能を

現在の約 1.8kmから約 1kmに改善するとともに、波浪に伴う潮位上
昇の効果を考慮すること等により、予測精度の向上を図る。 
 
5.3.2 情報提供機能の強化 

 情報の利活用を促進するためには、市町村当局や防災関係者に情報

を的確に伝えることが重要であることから、都道府県等関係機関との

連携を進め、情報提供機能の強化を図る。例えば、消防庁と連携して、

地域衛星通信ネットワークを通じて市町村当局等に気象警報等を伝達

するなどして、情報伝達ルートを多重化し、確実性の向上をめざす。

また、各市町村で必要とする情報を、わかりやすく伝えることができ

るよう、都道府県が整備する地域の防災情報ネットワークなど最新の

IT技術も活用して、防災気象情報の共有を推進する。さらに、イン
ターネットや携帯電話サービスなど、多様な通信手段を適切に活用す

るとともに報道機関とも一層連携を深めて、市町村当局、地域の防災

担当者（消防団、水防団、自主防災組織など）、一般住民などに対す

る情報提供を推進する。 
また、大雨などの際には、気象台から専門家を都道府県の災害対策

本部などに派遣して、気象状況の解説などを推進するほか、気象官署

と市町村当局の間で、ホットライン等を通じて相互に情報交換できる

体制を整えることが重要である。 
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5.3.3 平常時の普及・啓発活動 

  災害をもたらす豪雨等の現象の理解の推進、気象庁が発表する情報

の持つ意味・位置づけ等に関する知識の普及のほか、雨量、風速、潮

位等の数値と人や建物等への影響の関係についての啓発、過去の災害

における教訓の共有等のため、パンフレットの作成・配布、説明会の

実施等、平常時の防災気象情報に関する知識等の普及・啓発活動にも

一層努める。 

 



付 録 
 

台風・豪雨等に関する気象情報の課題と対応 
 
≪台風に関する気象情報≫ 

 

種別・内容

等 
課題・要望内容（第４章） 改善方向性（第５章）【目標期限】

数時間先の

台風予報 

・12,24 時間予報より短い間隔の

予報への要望 

日本付近では 24 時間までは３時

間刻みの時間帯を対象とした予報

を実施【短期】 

3 日より先

の台風予報 

・3 日より先の予報の要望 精度と情報提供のあり方に留意し

つつ、新たな技術を取り入れ 3 日

以上先の予報を目指す【中期】 

進路予報の

表示方法 

・わかりやすい表示方法への改善

要望 

・予報誤差が十分表現できていな

い 

視覚的に分かりやすい表現方法を

報道機関等で可能となるよう検

討。報道機関とも協議の上、一定

の考え方を整理。【短期】 

風・雨情報 ・災害との対応の観点から最大瞬

間風速による台風情報への要望

台風の強さの指標として最大瞬間

風速による情報を提供【短期】 

台風予報の

図情報 

・地域毎・台風毎の暴風の状況に

ついての情報提供への要望 

 

風・雨の分布状態を分かりやすく

示す新たな情報提供の検討【中期】

熱帯低気圧

に関する情

報 

・事前の準備のため、台風になる

前の熱帯低気圧の情報への要望

日本に大きく影響する熱帯低気圧

について、台風に準じた情報提供

を検討【短期】 

台風から変

わった温帯

低気圧に関

する情報 

・温帯低気圧化した台風について

警戒を継続するため、報道機関

等からのわかりやすい情報提供

への要望 

台風から変わった後も、台風情報

に準じた情報提供を検討【短期】

 

高潮につい

てのきめ細

かい予測情

報 

・地域特性を踏まえた、きめ細か

い高潮予測情報等の提供への要

望 

部外機関の潮位観測データの一層

の共有化【短期～中期】 

高潮モデルの技術開発を推進【中

期】 

高潮に関す

る情報の高

度化 

・警報等と防災対応の関係が不明

確。 

警報等のリードタイム、発表基準

等を避難勧告等の基準に適合さ

せ、防災対応の各段階に適合した

情報を発表。【短期～中期】 

高潮に関す

る認識の共

有化 

・住民等が高潮の現象を必ずしも

正しく認識していない。 

平常時から高潮に関する知識等の

普及・啓発に努める。【短期】 

  



≪豪雨等に関する気象情報≫ 

 

種別・内容

等 
課題・要望内容（第４章） 改善方向性（第５章）【目標期限】

防災気象情

報の役割の

明確化 

・警報等と防災対応の関係が不明

確。このため、避難勧告等の発

令等に有効に利用されていな

い。 

警報等のリードタイム、発表基準

等を避難勧告等の基準に適合さ

せ、防災対応の各段階に適合した

情報を発表【短期～中期】 

土砂災害に

関する警報 

・想定される災害の種類を明示し

た情報への要望 

・降水終了後、土砂災害への警戒

のために大雨警報を継続してい

ることがわかりにくい 

Ｈ17 年度以降準備の出来たとこ

ろから土砂災害警戒情報を運用

【短期】 

土砂災害に関する警報等を発表

（大雨警報等から独立）【中期】 

中小河川の

洪水警報の

高度化 

・想定される災害の地域（河川）

や時間を絞り込んだ情報への要

望 

技術開発を進め、可能な限り地域

を絞り込んだ洪水警報等を目指す

【短期～中期】 

市町村を対

象とした警

報等の発表 

・災害をもたらす現象は、地域的、

時間的に限定されて集中的に発

生することが多い 

・市町村名が明示されず緊迫感が

薄い 

市町村を対象とした警報を目指す

【中期】 

 
 
 
【短期】は２年程度で実施するもの。 
【中期】は５年程度での実施をめざすもの。 



別添資料 
 

政策レビュー（プログラム評価） 
「台風・豪雨等に関する気象情報の充実」 

 
交通政策審議会第５回・第６回気象分科会議事概要 

 
 
本政策レビュー（プログラム評価）にあたっては、交通政策審議会の第５回及

び第６回気象分科会を開催し、有識者からの意見を反映した。２回にわたる分

科会での委員からの主な意見は以下の通り。このほか、予測精度を評価する指

標、気象技術等にについて、有益な助言をいただいた。 
 
第５回気象分科会（平成 16年 12月 21日） 
（資料説明） 
政策レビュー（プログラム評価）の目的等について説明 
評価書骨子案について説明 
 
（委員からの主な意見） 
• 予測の精度向上等に加え、伝達面での改善も重視すべきである。 
• 警報が出て避難をし、実際に災害が起きなかったとしても、それでよかった

と考えられるよう、教育を進めるべきである。 
• 市町村等の要望のとりまとめにあたっては、被災した市町村からの意見を調

査すべきである。 
• 台風情報については、利用者にとってのわかりやすさも重視して、改善策を

検討すべきである。 
• 評価書には防災全体の中で、気象庁の果たすべき役割がよくわかるように記

述すべきである。 
 
 
 



第６回気象分科会（平成 17年２月 14日） 
（資料説明） 
• 評価書案について説明 
 
（委員からの主な意見） 
• 警報等を都道府県経由に加え、市町村に直接伝達すべきである。 
• 防災についての教育・普及活動にも力を注ぐべきである。 




